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要 旨 
国土地理院では，大きな地殻変動を伴う地震が発

生した際に，地殻変動量から矩形の震源断層モデル

やすべり分布モデルの推定を行っている．推定した

モデルは，地震発生後に臨時的に開催される地震調

査委員会や地震予知連絡会等に報告され，地震活動

の評価や検討に活用されるため，信頼性の高いモデ

ルを迅速に構築する必要がある． 
モデル推定においては一般的に Levenberg-

Marquardt 法などの非線形インバージョンが用いら

れるが，パラメータの非線形性や観測データの制限

等から解の初期値依存性が強い場合が多く，適切な

解を求めるためにはモデル作成者の先験的情報が不

可欠であるうえ，得られた解が妥当なものなのか，

どの程度誤差を持っているのかを評価することが困

難であった．そこで，本研究では，マルコフ連鎖モ

ンテカルロ（MCMC）法を用いて，推定パラメータ

を確率的に評価するためのプロトタイププログラム

を開発した． 
本プログラムを用いて，実際の観測データから震

源断層モデルやすべり分布モデルの推定を行った．

平成 16 年（2004 年）新潟県中越地震の震源断層モ

デルでは，解が一意に決定された一方，2019 年 6 月

18 日山形県沖の地震では，異なる断層面の向きを持

つ震源断層が同時に推定された．平成 23 年（2011
年）東北地方太平洋沖地震の震源断層モデルでは，

2 枚の断層を用いてパラメータ推定を行い，観測値

を説明するモデルを推定することができた．また，

すべり分布モデルの推定では，平成 23 年（2011 年）

東北地方太平洋沖地震における観測データを用いて，

各断層パッチのすべり量及び滑らかさのハイパーパ

ラメータを同時に推定できることが確認された． 
 

1. はじめに 
国土地理院では，大きな地殻変動を伴う地震が発

生した際に，地殻変動量から震源断層モデルやすべ

り分布モデルの推定を行っている．モデル推定は，

地震調査委員会や地震予知連絡会等において，周辺

の地震活動の評価等を行う際に必要な情報であるた

め，信頼性の高いモデルを迅速に構築する必要があ

る．一方，モデルパラメータの非線形性や観測点の

配点等による観測データの制限のため，最適解を一

意に決定することは困難である場合が多い． 

一般に，非線形インバージョンを最小二乗法的に

行う場合，初期パラメータを先験的に与え，そのパ

ラメータ値周辺で観測方程式を線形化するとともに，

解を安定させるため，解がそのパラメータ値近傍に

なるよう拘束をかける（例えば Matsu’ura and 
Hasegawa 1987）．このため，得られる解はモデル作

成者が初期に与えた先験的情報に強く依存し，観測

データを説明する解が複数存在する場合でも一つの

局所解しか得られない．また，得られる誤差は局所

的に線形化した結果得られる誤差であり，パラメー

タがどれくらいの範囲で許容されるのか，大域的な

誤差を知ることはできない．一方，グリッドサーチ

のように，パラメータを全探索する場合は局所解に

とらわれることはないが，計算効率が悪く現実的な

計算時間では解析できない場合が多い． 

そこで，本研究では，観測データを説明する大域

的な解を効率的に探索し，モデルパラメータがどの

程度の誤差を持っているのかを確率的に評価するた

め，マルコフ連鎖モンテカルロ法（Markov chain 
Monte Carlo method，以下「MCMC 法」という）法を

用いた震源断層モデル及びすべり分布モデルの推定

プログラムを試験的に開発した．本プログラムを，

いくつかの地震に対して適用した結果について報告

する． 

 
2. 解析手法 
2.1 MCMC 法による推定 
2.1.1 ベイズ推定 

本研究で採用した MCMC 法による推定は，モデ

ルパラメータを確率変数とみなし，ベイズ推定に基

づき，パラメータを確率的に評価するものである． 
ベイズの定理から，ある観測値 d が得られた場合，

モデルパラメータ θ が取りうる事後確率分布 P(θ|d)

は， 

𝑃𝑃(𝜽𝜽|𝒅𝒅) =
𝑃𝑃(𝒅𝒅|𝜽𝜽)𝑃𝑃(𝜽𝜽)

𝑃𝑃(𝒅𝒅)
(1) 

で与えられる．ここで P(d|θ)は尤度関数，P(θ)は事前
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確率分布，P(d)はエビデンスと呼ばれる θ に対する

定数項である． 
事前確率分布については，拘束条件等，モデルパ

ラメータに関する先験的情報を，P(θ)として定量的

な形で表現する．事前に情報がなければ，パラメー

タ空間上の十分広い範囲で一定と考える（例えば

Montgomery-Brown et al. 2010）． 
尤度関数は，モデルから計算される地殻変動量と

実際の観測値の残差が，正規分布に従うと仮定する

と， 

𝑃𝑃(𝒅𝒅|𝜽𝜽) =
1

�(2𝜋𝜋)𝑁𝑁|𝜮𝜮|
                 

×exp �−
1
2

(𝒅𝒅 − 𝒇𝒇(𝜽𝜽))𝑇𝑇𝜮𝜮−1�𝒅𝒅 − 𝒇𝒇(𝜽𝜽)�� (2)
 

で与えられる（例えば Fukuda and Johnson 2008，Ito 

et al. 2016）．ここで，f(θ)はモデルから計算された地

殻変動量，N は観測値 d の次元，Σ は観測値及びモ

デルの誤差を表す共分散行列である．ここで，モデ

ルの誤差を定量的に表すことは一般に困難であるこ

とから，本稿では簡単のため観測誤差のみを採用し，

Σ =  diag(σ1
2, σ2

2, …, σN
2)と仮定する（Wang et al. 

2012）．ここで，σi は i 番目の観測値の誤差を表す． 
 

2.1.2 MCMC 法 

我々が知りたいものは，式(1)で表される事後確率

分布 P(θ|d)であるが，一般に θ は高次元（高い時に

は 100 次元以上）のパラメータであり，モデルに対

して非線形の応答をする場合も多い．事後確率分布

を評価するため，例えばパラメータをグリッド化し

て網羅的に探索する場合，確率の低いパラメータ領

域の計算も必要となり，現実的な計算時間では解析

できない場合が多い． 
そこで，事後確率分布を効率的に評価する方法と

して，マルコフ連鎖モンテカルロ（MCMC）法を採

用した．これは，事後確率分布に従う解（サンプル）

を多数生成させることで，知りたい確率分布を効率

的に得るモンテカルロ法の一種である．残差を最小

にする解ではなく，与えられた誤差の範囲内で観測

値を説明しうる解の集合を確率的に得ることができ

る． 
本稿では，MCMC 法のうち，以下に説明するメト

ロポリス-ヘイスティングス法によって解のサンプ

ルを得る方法を採用した． 
1) 初期状態の θ = θ0を決める． 
2) 提案分布 q(θnew|θ)に従い、新たな候補値 θnewを

生成する． 
3) 候補値 θnew を用いて，採択確率 r を計算する． 

𝑟𝑟 = min�1,
𝑃𝑃(𝜽𝜽new|𝒅𝒅)𝑞𝑞(𝜽𝜽|𝜽𝜽new)
𝑃𝑃(𝜽𝜽|𝒅𝒅)𝑞𝑞(𝜽𝜽new|𝜽𝜽) � (3) 

ここで，r は事後確率分布の比のみに依存し，

定数項を評価する必要がないことに留意され

たい． 
4) 生成した乱数[0-1]が r より小さい場合は θ = 

θnewを採用し，それ以外では θ = θ0とする． 
5) 定常状態に近づくよう 1)～4)を多数回繰り返

す． 

こうして得られた θのサンプルは，初期状態に依

存した計算開始直後（burn-in 期間）のサンプルを除

いて，P(θ|d)に限りなく近づく分布を示す．ここで，

提案分布 q は，ある値に遷移できないような極端な

分布でない限り（エルゴード性），どのような分布で

もよい．また，定常状態となった分布は原理的には

初期の θ0に依存しない．ただし，計算時間の短縮の

ためには，適切な q と θ0を選択する必要があり，こ

ちらは解析者の経験に依るところが大きい． 

今回開発したプログラムでは，提案分布として，

あるパラメータ範囲内で定義された t 分布（ν= 2）を

採用した．これは，分布の形がガウス分布に類似し

ており，かつ解析的に積分可能であるため，パラメ

ータ範囲に制限を付けた提案分布として扱いやすい

ためである． 

 
2.1.3 パラレルテンパリング法 
前述したメトロポリス-ヘイスティングス法によ

って得られる分布は，初期値 θ0に原理的には依存し

ないが，事後確率分布に対する θの非線形性が強く，

パラメータ空間上の離れた位置にピークが複数存在

する場合などでは，実際の計算時間の制限から，結

果が初期値に依存してしまう場合がある．これを避

けるため，本プログラムではパラレルテンパリング

法を適用した（例えば，Sambridge 2014）．パラレル

テンパリング法は，疑似的に事後確率分布をなだら

かにした P(θ,T) ∝ P(θ|d)1/T（T > 1）の連鎖を用意し，

複数の「温度」T に対する連鎖を並行して計算しな

がら，各連鎖中のサンプルをメトロポリス-ヘイステ

ィングス法による確率に従って交換させるものであ

る．これにより，元の連鎖（T = 1）では到達できな

かったパラメータ空間上の離れたサンプルにも遷移

することができ，解を効率的に探索することが可能

になる． 
 

2.1.4 解の評価 

MCMC 法で得られる解は，事後確率分布(1)に従う

サンプルの集合であるため，統計的に評価すること

ができる．あるパラメータに対するヒストグラムや

平均値，標準偏差とともに，パラメータ間の 2 次元

ヒストグラムや相関係数などを計算することで，推

定されたパラメータの誤差やパラメータ間の相関関

係も評価することができる．2.1.2 で述べたとおり，

計算開始直後のサンプルは初期状態の影響が残って
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いるため，全サンプルのうち最初の 10%を棄却した

うえで，統計的な評価を行った． 
また，観測値とモデルからの計算値の合致度を測

る基準として，VR(Variance Reduction)を 

𝑉𝑉𝑉𝑉 ≡ 1 −
(𝒅𝒅 − 𝒇𝒇(𝜽𝜽))𝑇𝑇𝜮𝜮−1�𝒅𝒅 − 𝒇𝒇(𝜽𝜽)�

𝒅𝒅𝑇𝑇𝜮𝜮−1𝒅𝒅
(4) 

と定義した（Wang et al. 2012 等）．ここで，VR は，

尤度関数と一対一に対応させるため，観測値に対す

る重みを付けて定義しており，尤度関数を最大化す

ることは，VR を最大化（1 に近づける）ことに対応

する． 
 

2.2 震源断層モデル（矩形断層モデル） 
震源断層モデルの推定では，観測から得られた地

殻変動量を説明する断層の大まかな位置や規模を把

握することを目的とし，半無限均質弾性体中にある

一様なすべりを持つ矩形断層を仮定する（Okada 
1985，Okada 1992）．この場合，推定パラメータ θの

要素は，断層の位置（3 つ），断層の大きさ（2 つ），

断層の向き（2 つ），断層面に沿ったすべり量（2 つ）

の計 9 つである．なお，地形による影響を近似的に

考慮するため，各観測点の標高に応じて断層上端の

深さを変えて計算しており，深さは標高 0 を基準と

した値である． 

MCMC 法を用いた震源断層モデルの推定に関す

る先行研究では，断層の向き等一部のパラメータを

拘束して推定している場合が多いが（例えば Ito et al. 

2016，大野・太田 2018），本稿では，断層の向きを含

めた全パラメータを推定している． 
ここで，観測点の配置や数の制限により，震源断

層の大きさが一意に定まらない場合がある．この場

合，断層の大きさに対する拘束条件として，地震の

規模と断層面積に関する経験的スケーリング則を適

用する．具体的には， 

𝑃𝑃(𝜽𝜽) ∝ exp �−
(𝑀𝑀w(𝜽𝜽) −𝑀𝑀w0)2

𝜎𝜎𝑀𝑀2 � (5) 

で表される事前確率分布を仮定する．ここで，Mw(θ)
はモデルパラメータから計算されるモーメントマグ

ニチュード，Mw0 は「震源断層を特定した地震の強

震動予測手法 （「レシピ」）」（震調査研究推進本部地

震調査委員会 2017）において断層面積から経験的に

算出されるモーメントマグニチュードである．また，

σMは拘束の強さを調整するパラメータである． 
さらに，震源断層の構造が複雑な場合や，破壊領

域が広範囲に及ぶ場合，単純な１枚の矩形断層では

うまくモデル化できないことがある．そこで，本プ

ログラムでは，各断層が上端でつながった複数の矩

形断層を仮定してパラメータを推定する機能も追加

している． 
 

2.3 すべり分布モデル 

プレート境界における地震など，断層面の位置や

向きが予め分かっている場合，すべり量の空間的分

布を推定することが可能である．まず，計算対象と

なる断層面付近の領域を矩形状に分割した断層パッ

チを作成する．これら各断層パッチ上の単位すべり

による変動量を，2.2 と同様に各観測点の位置で計算

することで，グリーン関数 G が得られる．観測点に

おける実際の地殻変動量と一致するよう，各断層パ

ッチ上のすべり量を推定すれば，すべり分布モデル

が得られる．この場合，すべり量を s とすれば，式

(2)において，f(θ) = G s と表される． 
一方，断層パッチの数が多く，観測点の配置や数

に制限がある場合，すべり分布モデルの推定におい

て解が不安定になる場合や物理的に不自然な分布を

許容してしまう場合がある．それを避けるため，す

べり分布モデルの推定では，空間的な分布が滑らか

であるという拘束条件を課す．具体的には，すべり

量の空間 2 階微分が 0 に近いという事前確率分布 

𝑃𝑃(𝒔𝒔,𝛼𝛼2) ∝ exp �−
(𝑳𝑳𝑳𝑳)𝑇𝑇(𝑳𝑳𝑳𝑳)

2𝛼𝛼2
� (6) 

を適用する．ここで，L は空間 2 階微分を表すラプ

ラシアン演算子であり（例えば，Jónsson et al. 2002），
α は滑らかさの拘束の強さを表すハイパーパラメー

タである．多くの先行研究では，α の値を決めるた

めの指標として，赤池・ベイズ情報量規準（ABIC）
や，残差と滑らかさのトレードオフ曲線を用いてい

るが（Yabuki and Matsu’ura 1992, Jónsson et al. 2002 な

ど），本稿では MCMC 法を用いた Fukuda and Johnson
（2008）の手法を採用する．これは，式(6)中の αも
推定パラメータの一つとして，すべり量と αを同時

に推定する方法である．これにより，観測値との合

致度と分布の滑らかさのバランスを客観的に決定す

ることができる． 
以上のモデル推定方法を実装したプログラムを作

成し，実際の地殻変動の観測データを用いてモデル

推定を行った結果を，3.で報告する． 
 
3.推定結果 
3.1 震源断層モデルの推定 
3.1.1 平成 16 年（2004 年）新潟県中越地震 

平成 16 年（2004 年）新潟県中越地震（以下「新

潟県中越地震」という．）における地震時の地殻変動

量から，震源断層モデルの推定を行った．観測デー

タには，F3 解から求めた GEONET の各観測点にお

ける地震前後の変動量及び観測誤差を用いた． 
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図-1 新潟県中越地震のモデルパラメータのヒストグラム． 

 

 

図-2 新潟県中越地震のモデルパラメータのコーナープロット．各パラメータ間の相関関係を表す． 
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図-1 は，推定された 9 つのモデルパラメータの確

率分布を表したヒストグラムである．これは，

MCMC 法によって得られた解のサンプル θi につい

ての周辺事後確率分布 

𝑃𝑃(𝜽𝜽𝑖𝑖) = �𝑃𝑃�𝜽𝜽𝑗𝑗�𝒅𝒅�𝑑𝑑𝜽𝜽𝑗𝑗≠𝑖𝑖 (7) 

に対応する．図-1 から各パラメータの確率分布は明

確なピークを持っており，解がよく決まっているこ

とが分かる． 

図-2 はコーナープロットと呼ばれる，パラメータ

間の相関関係を示す 2 次元ヒストグラムであり

（Munekane et al. 2016），2 つのパラメータについて

の周辺事後確率分布 

𝑃𝑃�𝜽𝜽𝑖𝑖 ,𝜽𝜽𝑗𝑗� = �𝑃𝑃(𝜽𝜽𝑘𝑘|𝒅𝒅)𝑑𝑑𝜽𝜽𝑘𝑘≠𝑖𝑖,𝑗𝑗 (8) 

に対応する．ほとんどのパラメータの組において，

同心円状のガウス分布に近い分布をしていることか

ら，パラメータはほぼ独立に推定できていることが

分かる．一部のパラメータの組にはわずかな相関が

見られるものの，その範囲は限定的であるため，本

ケースでは各パラメータをよく推定できている． 
図-3は各パラメータの平均値を用いて計算した断層

モデルによる地殻変動量と，実際の観測値を比較し

たものである．得られた VR 値は 97.87%で，推定さ

れたモデルは観測値をよく説明していることが分か

る．また，本モデルで推定されたモーメントマグニ

チュードは 6.64 であり（剛性率 30 GPa を仮定），先

行研究とも調和的である（小島ほか 2005）． 
 

 

 
図-3 新潟県中越地震による地殻変動量の観測値（黒）と計算値（白）の比較．上図は水平方向，下図は上下方向の変動

量を示す．図中の矩形は地表面に射影した断層，太線は断層上端の位置を表す．星印は震央（気象庁より）を表す． 
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3.1.2 平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震 
平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震（以

下「東北地方太平洋沖地震」という．）における地震

時の地殻変動量から，震源断層モデルの推定を行っ

た．地震前後の観測データとして，2011 年 3 月 4～
10 日及び 12 日の F3 解を使用し，観測誤差は水平方

向を 1cm，鉛直方向を 3cm と仮定した．よって，観

測データには，本震直後の余震や余効変動の影響も

含まれていることに留意されたい．1 枚の矩形断層

で推定したところ計算値と観測値に系統的な差が見

られたため，断層上端がつながった 2 枚の矩形断層

を用いて推定を行った．ここで，2 枚の断層の全パ

ラメータを独立に推定した場合，パラメータ数が多

く解が不安定になったため，傾斜角が 2 枚の断層で

同じ値となるよう拘束した．このため，独立に推定

したパラメータ数は，計 14 個である． 
図-4 は，推定されたモデルパラメータのヒストグ

ラムである．新潟県中越地震の場合と比較して，計

算時のパラメータの採択率が低く，サンプル数は多

くないものの，双方の断層パラメータとも明確なピ

ークを持つ周辺事後確率分布が得られた．また，各

パラメータの平均値を用いて，各観測点における変

動量を計算したところ，VR 値は 99.76%となり，観

測値をよく説明できている（図-5）．推定されたモー

メントマグニチュードは，2 枚の断層合計で 8.88 で

あり（剛性率 50 GPa を仮定），同じく 2 枚の矩形断

層を仮定した先行研究とも調和的である（水藤ほか

2011）． 

 
3.1.3 2019 年 6 月 18 日山形県沖の地震 

2019 年 6 月 18 日山形県沖の地震（以下「山形県

沖の地震」という．）における地震時の地殻変動量か

ら，震源断層モデルの推定を行った．本ケースでは，

観測点の配置に偏りがあるため，拘束条件を課さず

に推定した場合，断層面積とすべり量にトレードオ

フの関係が見られた．このため，式(5)の経験則によ

る拘束を適用した（σM = 0.3 を仮定）． 

 

 
図-4 東北地方太平洋沖地震のモデルパラメータのヒストグラム．2 枚の断層は上端で接続されているため，片方の断層

位置は従属的に決定される．また，傾斜角は 2 枚の断層で共通の値になるよう拘束している．
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図-5 東北地方太平洋沖地震による地殻変動量の観測値（黒）と計算値（白）の比較．左図は水平方向，右図は上下方向

を示す．図中の矩形は地表面に射影した 2 枚の断層，太線は断層上端の位置を表す．星印は震央（気象庁より）を

表す． 

 

また，試験計算において，南東傾斜及び北西傾斜

の 2 つの異なる向きを持つ断層面が，同程度の VR

値で推定されたため，これらの断層面を含む広いパ

ラメータ範囲で探索を行った．この際，計算の効率

化のため，パラレルテンパリング法において T = (1, 

2, 4, … , 26)の計 7 個の連鎖を並行して計算し，異な

る向きの断層面のパラメータ間を多数回往復できる

よう工夫を行った．また，2 つの断層面のパラメー

タ空間上の距離を短くするため，断層の位置は断層

中心で定義した． 
以上の設定のもと，MCMC 法によって震源断層モ

デルの推定を行ったところ，パラメータ空間上の離

れた場所に 2 つのピークを持つ確率分布が同時に得

られた．例えば，図-6 における走向角と傾斜角の 2

次元ヒストグラムでは，2 つに分離された明確なピ

ークが見られる．これは，南東傾斜（走向角～40°，

傾斜角～25°）及び北西傾斜（方位角～210°，傾斜

角～60°）を持つ，パラメータ空間上離れた断層面

のモデルパラメータを同時に推定していることを意

味する．このような推定は，局所解のみを得る最小

二乗法では不可能であり，今回の MCMC 法のよう

に，大域的な解を探索することによってのみ得られ

る結果である． 

事後確率分布を各断層面のパラメータ範囲で積分

することにより，それぞれの向きの断層モデルをと

る確率が得られ，南東傾斜及び北西傾斜でそれぞれ

29 %と 71 %の確率となった．ここで，モデルの確率

が高いことは，与えられた誤差において取り得るパ

ラメータの範囲が広いことを意味しており，観測値

に対する合致度の高さを必ずしも表していないこと

に注意が必要である．実際，VR の平均値を比較する

と，南東傾斜及び北西傾斜でそれぞれ 98.28%，

98.24%となる． 
いずれにしても，異なる向きを持つ断層面のモデ

ルが無視できない確率を持つことから，これら 2 つ

の断層面は，双方とも観測データを説明可能なモデ

ルであることを示している．実際，2 つの断層面そ

れぞれに対するパラメータの平均値を用いて変動量

を計算したところ，双方とも観測値をよく説明して

いることが分かる（図-7）．このことから，今回使用

した GEONET の観測データのみでは，断層面の向き

を決定することは困難であり，断層面の方向を決定

するためには，別の情報（例えば，余震分布等）が

必要となる．なお，推定されたモーメントマグニチ

ュードは，各断層面でほぼ同程度で 6.31（南東傾斜）

及び 6.34（北西傾斜）である（剛性率 30 GPa を仮

定）． 
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図-6 山形県沖の地震のモデルパラメータのコーナープロット．各パラメータ間の相関関係を表す．ここでは，断層の位

置は断層中心で定義している． 

 

 
図-7 山形県沖の地震による地殻変動量の観測値（黒）と計算値（北西傾斜：白，南東傾斜：灰）の比較．上図は水平方

向，下図は上下方向の変動量を示す．図中の矩形は地表面に射影した断層，太線は断層上端の位置を表す．北西傾

斜（NW）と南東傾斜（SE）のモデルを重ねて図示している．星印は震央（気象庁より）を表す． 
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3.2 すべり分布モデルの推定（東北地方太平洋沖地

震） 
東北地方太平洋沖地震における地震時の地殻変動

量から，すべり分布モデルの推定を行った．長さ 550 
km×幅 240 km の領域を 300 個（25×12）に分割し，

深さ及び向きを太平洋プレート境界面（Nakajima 

and Hasegawa 2006，弘瀬ほか 2008，Nakajima et al. 
2009，Kita et al. 2010）に合わせた断層パッチを使用

した．観測データは 3.1.2 と同じデータを用いてい

る．この他，拘束条件として，すべり角を逆断層方

向から±10°以内になるよう拘束した．また，海溝

より海側の部分は，すべり量を 0 に拘束している． 
 

 
図-8 推定された東北地方太平洋沖地震のすべり分布．カ

ラースケールはすべり量の絶対値，灰色矢印はベク

トルを示す．また，観測データの期間中に発生した

一定規模以上の本震及び余震の発震機構解，及び本

震の震央（星印）を重ねて示している（気象庁より）．

等値線は太平洋プレート境界面を示す． 

 

本設定において，2.3 で記述した MCMC 法による

推定を行った結果，すべり量及びハイパーパラメー

タ αの事後確率分布を得た．図-8 は，各断層パッチ

のすべり量の平均値を用いたすべり分布モデルであ

る．震央付近に最大 50 m 程度のすべりを持つ分布

が推定された．また，福島県沖から茨城県沖にかけ 

ても 10 m の程度すべりが推定されている．これは

本震以外に余震や余効変動の影響をプレート境界面

上のすべりとして推定した結果と考えられる．この

ようなすべり分布の特徴は，Ozawa et al.（2011）と

も調和的である．一方，最大すべり量は，Ozawa et al.
（2011）よりも大きいが，これは，滑らかさの拘束

の強さを決定する方法が異なるためと考えられる．

本稿で推定された最大すべり量は他の先行研究（例

えば Simons et al. 2011）と整合的である．また，すべ

り分布から計算されるモーメントマグニチュードは

9.01 であり（剛性率 50 GPa を仮定），Ozawa et al.
（2011）とも調和的である． 
 

 
図-9 ハイパーパラメータ α2 の周辺事後確率分布．α2 の

絶対値は任意の値で規格化している． 

 

得られたハイパーパラメータ α及び各断層パッチ

におけるすべり量の周辺事後確率分布は，明確なピ

ークを持っており，本推定においてパラメータはよ

く決定されていることが分かる（図-9 及び図-10）．

また，推定されたすべり量の標準偏差は，すべりの

大きい領域で 2-3m 程度である． 
得られたすべり分布から計算した変動量と，実際

の観測値を比較すると，VR = 99.85%となり，観測値

をよく説明できている（図-11）．  
以上から，すべり量と αを同時に推定することで，

観測値との合致度と空間的分布の滑らかさのバラン

スを客観的に決定したすべり分布モデルを推定する

ことができた．ただし，推定されるすべり分布は，

モデル作成者が与えるすべり角等の拘束条件や，観

測値及びその誤差によって異なる．本稿では，すべ

り分布モデルの推定を実証できたことに留め，詳細

な議論は多数ある先行研究に譲る（例えば Iinuma et 
al. 2012，Ozawa et al. 2012，Tomita et al. 2020 等）． 
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図-10 各断層パッチにおけるすべり量の周辺事後確率分布．傾斜方向（緑，逆断層方向が正）及び走向角方向（マゼン

タ，左横ずれ方向が正）のすべり量を示す．各断層パッチの位置は，右図の各番号に対応する． 

 

 
図-11 地殻変動量の観測値（黒）と計算値（白）の比較．背景のカラースケールは，推定されたすべり量の絶対値の分

布を表す． 

 

4. まとめと今後の課題 
今回，MCMC 法を用いた震源断層モデル及びすべ

り分布モデル推定のためのプロトタイププログラム

を開発し，実際の地震時の地殻変動量からモデル推

定を行った．新潟県中越地震の震源断層モデルでは，

解が一意に決定された一方，山形県沖の地震では，

異なる断層面の向きを持つ震源断層が同時に推定さ

れた．東北地方太平洋沖地震の震源断層モデルでは，

2 枚の断層を用いてパラメータ推定を行い，観測値

を説明するモデルを推定することができた．すべり

分布モデルの推定では，東北地方太平洋沖地震にお

けるデータから，すべり量及び滑らかさのハイパー

パラメータを同時に推定できることが確認された． 
MCMC 法によるモデル推定では，与えられた誤差
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に応じてとり得る解を広域に探査するため，局所解

にとらわれることなく，大域的な解を確率的に評価

することができる．反面，最小二乗法と比較して，

統計的に十分な解のサンプルを得るために多くの計

算時間が必要となる．収束途中の解のサンプルも観

測値を説明しうるモデルであることから，実際のモ

デル推定において時間的な制約がある場合，その時

点でのモデルとして採用するという判断も必要にな

る．また，現在のプログラムでは，初期パラメータ

や提案分布を試行錯誤の上決定しているため，計算

効率に課題がある．提案分布の自動調節等，近年提

案されている手法を参考に，さらなる改良を行って

いく予定である（例えば Minson et al. 2014，Bagnardi 
and Hooper 2018）． 

また，MCMC 法では，拘束条件を事前確率分布

P(θ)として定式化することでモデル推定に反映さ

せることができる．今後，モデル作成者のニーズに

合わせ，震源分布や応力変化の情報を用いた拘束等，

様々な条件での推定が可能となるよう改良を進めて

いく予定である（例えば Sun et al. 2011，Wang et al. 

2012，Dutta et al. 2018）． 
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